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地域包括ケアシステムについて、2017年

現在では次のような定義が可能である：「日

常生活圏域を単位として、住民の中で何ら

かの支援を必要としている人々…たとえば

子育て中の親、児童や幼児、虚弱ないし要

介護の高齢者、認知症の人やその家族、障

がい者、そのほかの理由で疎外されている

人など…誰もが、住み慣れた居宅で、さまざ

まな支援を得つつできる限り自立し、安心

して暮らし続けられる仕組み」。

なお、地域包括ケアシステムの名の下に、

今も各地で真剣に様々な新たな取り組みが

なされている。だから、「地域包括ケアシス

テムとは何か」という質問に対し、今の答え

と一年後の答え、Ａ市の答えとＢ町の答え

はおそらく少し違ったものになっても不思

議はない。地域包括ケアシステム概念と実

態は常に進化しているからである。

もう一つ、地域包括ケアシステム構築に

あたっては、その根底に置かれてきた重要

な概念を踏まえなくてはならない。それは、

自助・互助・共助・公助にかかわる考え方で

ある。この4つのヘルプは、財やサービス

の種別ではなく、各々の財やサービスの生

産に要する費用を、誰が負担するかによる

区分を表している。

①�自助：利用者本人（ないし本人と同一

家計に属する人）の労働や資金の投入

によって、財・サービスを獲得するあり

方を言う。「自分でできることは自分で

する」もここに含まれる。

②�互助：近隣や親族・友人間の助け合い

やボランティア活動など、第三者のた

めに財・サービスを提供する人や団体

が、資金・労力をつぎ込んだり、工面し

たりするあり方を指す。

③�共助：社会保障制度を通ずる資金調達

とサービスの配分方法である。医療・

介護分野のプロフェッショナルたちの

働き、および働き手が属する経営体を

経済的に支える仕組みと言える。制度

化された自助の連帯と見なせばよい。

④�公助：国や自治体の費用負担による財・

サービスの提供を指し、税・公債など

が財源となる。貧困や虐待、ネグレク

トや孤立などの問題に対しては、公助

に基づく社会福祉機能（社会的包摂）

の活用が望まれている。

以上の4つのヘルプを上手に組み合わせ

た、生活圏域ごとの仕組みの発展に期待し

たい。
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策、医療経済学。著書は「地域包括ケア サクセスガイド：
地域力を高めて高齢者の在宅生活を支える」（メディカ出版、
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